
明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2008 年度 

（平成 20 年度） 

監査 

監査の原理 

監査基準Ⅰ 

監査基準Ⅱ 

監査制度 

内部監査制度 

国際監査基準 

会計 

ディスクロージャー制度 

財務会計の原理 

会計基準Ⅰ 

会計基準Ⅱ 

連結財務諸表 

金融商品取引法 

国際会計基準 

アメリカ会計制度 

EU 会計制度 

国際会計実務 

経営 

企業ファイナンスの原理 

経営管理 

経営戦略 

リスク・マネジメント 

経営学の原理 

経営分析 

企業価値評価 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

税務会計制度 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2009 年度 

（平成 21 年度） 

監査 

監査の原理 

監査基準Ⅰ 

監査基準Ⅱ 

監査制度 

内部監査制度 

国際監査基準 

会計 

ディスクロージャー制度 

財務会計の原理 

会計基準Ⅰ 

会計基準Ⅱ 

連結財務諸表 

金融商品取引法 

国際会計基準 

アメリカ会計制度 

EU 会計制度 

国際会計実務 

経営 

企業ファイナンスの原理 

経営管理 

経営戦略 

リスク・マネジメント 

経営学の原理 

経営分析 

企業価値評価 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

税務会計制度 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2010 年度 

（平成 22 年度） 

監査 

監査の原理 

監査基準Ⅰ 

監査基準Ⅱ 

監査制度 

内部監査制度 

国際監査基準 

会計 

ディスクロージャー制度 

財務会計の原理 

会計基準Ⅰ 

会計基準Ⅱ 

連結財務諸表 

金融商品取引法 

国際会計基準 

アメリカ会計制度 

EU 会計制度 

国際会計実務 

経営 

企業ファイナンスの原理 

経営管理 

経営戦略 

リスク・マネジメント 

経営学の原理 

経営分析 

企業価値評価 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

税務会計制度 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2011 年度 

（平成 23 年度） 

監査 

監査の原理 

監査基準Ⅰ 

監査基準Ⅱ 

監査制度 

内部監査制度 

国際監査基準 

会計 

ディスクロージャー制度 

財務会計の原理 

会計基準Ⅰ 

会計基準Ⅱ 

連結財務諸表 

金融商品取引法 

国際会計基準 

アメリカ会計制度 

EU 会計制度 

国際会計実務 

経営 

企業ファイナンスの原理 

経営管理 

経営戦略 

リスク・マネジメント 

経営学の原理 

経営分析 

企業価値評価 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

税務会計制度 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2012 年度 

（平成 24 年度） 

監査 

監査の原理 

監査基準Ⅰ 

監査基準Ⅱ 

監査制度 

内部監査制度 

国際監査基準 

会計 

ディスクロージャー制度 

財務会計の原理 

会計基準Ⅰ 

会計基準Ⅱ 

連結財務諸表 

金融商品取引法 

国際会計基準 

アメリカ会計制度 

EU 会計制度 

国際会計実務 

経営 

企業ファイナンスの原理 

経営管理 

経営戦略 

リスク・マネジメント 

経営学の原理 

経営分析 

企業価値評価 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

税務会計制度 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2013 年度 

（平成 25 年度） 

監査 

監査の原理 

監査基準Ⅰ 

監査基準Ⅱ 

監査制度 

内部監査制度 

国際監査基準 

会計 

ディスクロージャー制度 

財務会計の原理 

会計基準Ⅰ 

会計基準Ⅱ 

連結財務諸表 

金融商品取引法 

国際会計基準 

アメリカ会計制度 

EU 会計制度 

国際会計実務 

経営 

企業ファイナンスの原理 

経営管理 

経営戦略 

経営学の原理 

経営分析 

企業価値評価 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

税務会計制度 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2014 年度 

（平成 26 年度） 

監査 

監査の原理 

監査基準Ⅰ 

監査基準Ⅱ 

監査制度 

内部監査制度 

国際監査基準 

会計 

ディスクロージャー制度 

財務会計の原理 

会計基準Ⅰ 

会計基準Ⅱ 

連結財務諸表 

金融商品取引法 

国際会計基準 

アメリカ会計制度 

EU 会計制度 

国際会計実務 

経営 

企業ファイナンスの原理 

経営管理 

経営戦略 

リスク・マネジメント 

経営学の原理 

経営分析 

企業価値評価 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

税務会計制度 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2015 年度 

（平成 27 年度） 

監査 

監査の原理 

監査実施基準 

監査報告基準 

監査制度 

内部監査制度 

国際監査基準 

会計 

ディスクロージャー制度 

財務会計の原理 

財務会計 A 

財務会計 C 

連結財務諸表 B 

金融商品取引法 

国際会計基準 

アメリカ会計制度 

国際会計実務 

経営 

企業ファイナンスの原理 

経営管理 

経営戦略 

リスク・マネジメント 

経営学の原理 

経営分析 

企業価値評価 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

税務会計制度 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2016 年度 

（平成 28 年度） 

監査 

監査の原理 

監査実施基準 

監査報告基準 

監査制度 

内部監査制度 

国際監査基準 

会計 

ディスクロージャー制度 

財務会計の原理 

財務会計 A 

財務会計 C 

連結財務諸表 B 

金融商品取引法 

国際会計基準 

アメリカ会計制度 

国際会計実務 

経営 

企業ファイナンスの原理 

経営管理 

経営戦略 

リスク・マネジメント 

経営学の原理 

経営分析 

企業価値評価 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

税務会計制度 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2017 年度 

（平成 29 年度） 

監査 

監査の原理 

監査制度 

国際監査基準 

公監査 

監査実施基準 

監査報告基準 

内部監査制度 

システム監査 

会計 

財務会計 A 

財務会計 B 

財務会計 C 

財務会計 D 

連結財務諸表 A 

連結財務諸表 B 

アメリカ会計制度 

公会計制度 

国際会計実務 

国際会計基準 

原価計算 

金融商品取引法 

会社法 A 

会社法 B 

商法総則・商行為法 

経営 

管理会計の原理 
業績管理会計 
意思決定会計 
経営分析 
原価管理 
戦略管理会計 
会計情報システムⅠ 
会計情報システムⅡ 
企業ファイナンスの原理 
経営学の原理 
経営管理 
経営戦略 
企業価値評価 
リスク・マネジメント 
経営倫理 

税務 

租税法の原理 

所得税法 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

法規・職業倫理・他 

監査職業倫理 

民法Ⅰ 

民法Ⅱ 

マクロ経済学 

ミクロ経済学 

統計学 

経営統計 



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2018 年度 

（平成 30 年度） 

監査 

監査の原理 
監査制度 
国際監査基準 
公監査 
監査実施基準 
監査報告基準 
内部監査制度 
システム監査 

会計 

財務会計 A 
財務会計 B 
財務会計 C 
財務会計 D 
連結財務諸表 A 
連結財務諸表 B 
アメリカ会計制度 
公会計制度 
国際会計実務 
国際会計基準 
原価計算 
金融商品取引法 
会社法 A 
会社法 B 
商法総則・商行為法 

経営 

管理会計の原理 

業績管理会計 

意思決定会計 

経営分析 

原価管理 

戦略管理会計 

会計情報システムⅠ 

会計情報システムⅡ 

企業ファイナンスの原理 

経営学の原理 

経営管理 

経営戦略 

企業価値評価 

リスク・マネジメント 

経営倫理 

税務 

租税法の原理 

所得税法 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

法規・職業倫理・他 

監査職業倫理 

民法 A 

民法 B 

マクロ経済学 

ミクロ経済学 

統計学 

経営統計 



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2019 年度 

（令和元年度） 

監査 

監査の原理 
監査制度 
国際監査基準 
公監査 
監査実施基準 
監査報告基準 
内部監査制度 
システム監査 

会計 

財務会計 A 
財務会計 B 
財務会計 C 
財務会計 D 
連結財務諸表 A 
連結財務諸表 B 
アメリカ会計制度 
公会計制度 
国際会計実務 
国際会計基準 
原価計算 
金融商品取引法 
会社法 A 
会社法 B 
商法総則・商行為法 

経営 

管理会計の原理 
業績管理会計 
意思決定会計 
経営分析 
原価管理 
戦略管理会計 
会計情報システムⅠ 
会計情報システムⅡ 
企業ファイナンスの原理 
経営学の原理 
経営管理 
経営戦略 
企業価値評価 
リスク・マネジメント 
経営倫理 

税務 

租税法の原理 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

所得税法 

法規・職業倫理・他 

監査職業倫理 

民法 A 

民法 B 

マクロ経済学 

ミクロ経済学 

統計学 

経営統計 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2020 年度 

（令和 2 年度） 

監査 

監査の原理 

監査制度 

国際監査基準 

公監査 

監査実施基準 

監査報告基準 

内部監査制度 

システム監査 

会計 

財務会計 A 

財務会計 B 

財務会計 C 

財務会計 D 

連結財務諸表 A 

連結財務諸表 B 

アメリカ会計制度 

公会計制度 

国際会計実務 

国際会計基準 

原価計算 

金融商品取引法 

会社法 A 

会社法 B 

商法総則・商行為法 

経営 

管理会計の原理 
業績管理会計 
意思決定会計 
経営分析 
原価管理 
戦略管理会計 
会計情報システムⅠ 
会計情報システムⅡ 
企業ファイナンスの原理 
経営学の原理 
経営管理 
経営戦略 
企業価値評価 
リスク・マネジメント 
経営倫理 

税務 

租税法の原理 
所得税法 
法人税法Ⅰ 
法人税法Ⅱ 

法規・職業倫理・他 

監査職業倫理 

民法 A 

民法 B 

マクロ経済学 

ミクロ経済学 

統計学 

経営統計 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2021 年度 

（令和 3 年度） 

監査 

監査の原理 

監査制度 

公監査 

監査実施基準 

監査報告基準 

内部監査制度 

システム監査 

会計 

財務会計 A 

財務会計 B 

財務会計 C 

財務会計 D 

連結財務諸表 A 

連結財務諸表 B 

アメリカ会計制度 

公会計制度 

国際会計実務 

原価計算 

金融商品取引法 

会社法 A 

会社法 B 

商法総則・商行為法 

経営 

管理会計の原理 

業績管理会計 

意思決定会計 

経営分析 

原価管理 

戦略管理会計 

会計情報システムⅠ 

会計情報システムⅡ 

企業ファイナンスの原理 

経営学の原理 

経営管理 

経営戦略 

企業価値評価 

リスク・マネジメント 

経営倫理 

税務 

租税法の原理 

所得税法 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

法規・職業倫理・他 

民法 A 

民法 B 

マクロ経済学 

ミクロ経済学 

統計学 

経営統計 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2022 年度 

（令和 4 年度） 

監査 

監査の原理 

監査制度 

公監査 

監査実施基準 

監査報告基準 

内部監査制度 

システム監査 

会計 

財務会計 A 

財務会計 B 

財務会計 C 

財務会計 D 

連結財務諸表 A 

連結財務諸表 B 

アメリカ会計制度 A 

アメリカ会計制度 B 

公会計制度 

国際会計実務 

原価計算 

金融商品取引法 

会社法 A 

会社法 B 

商法総則・商行為法 

経営 

管理会計の原理 

業績管理会計 

意思決定会計 

経営分析 

原価管理 

戦略管理会計 

会計情報システムⅠ 

会計情報システムⅡ 

企業ファイナンスの原理 

経営学の原理 

経営管理 

経営戦略 

企業価値評価 

リスク・マネジメント 

経営倫理 

税務 

租税法の原理 

所得税法 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

法規・職業倫理・他 

民法 A 

民法 B 

マクロ経済学 

ミクロ経済学 

統計学 

経営統計 



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2023 年度 

（令和 5 年度） 

監査 

監査の原理 

監査制度 

公監査 

監査実施基準 

監査報告基準 

内部監査制度 

システム監査 

会計 

財務会計 A 

財務会計 B 

財務会計 C 

財務会計 D 

連結財務諸表 A 

連結財務諸表 B 

アメリカ会計制度 A 

アメリカ会計制度 B 

公会計制度 

国際会計実務 

原価計算 

金融商品取引法 

会社法 A 

会社法 B 

商法総則・商行為法 

経営 

管理会計の原理 

業績管理会計 

意思決定会計 

経営分析 

原価管理 

戦略管理会計 

会計情報システムⅠ 

会計情報システムⅡ 

企業ファイナンスの原理 

経営学の原理 

経営管理 

経営戦略 

企業価値評価 

経営倫理 

税務 

租税法の原理 

所得税法 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

法規・職業倫理・他 

民法 A 

民法 B 

マクロ経済学 

ミクロ経済学 

統計学 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2024 年度 

（令和６年度） 

監査 

監査の原理 

監査制度 

公監査 

監査実施基準 

監査報告基準 

内部監査制度 

システム監査 

会計 

財務会計 A 

財務会計 B 

財務会計 C 

財務会計 D 

連結財務諸表 A 

連結財務諸表 B 

アメリカ会計制度 A 

アメリカ会計制度 B 

公会計制度 

国際会計実務 

原価計算 

金融商品取引法 

会社法 A 

会社法 B 

商法総則・商行為法 

経営 

管理会計の原理 

業績管理会計 

意思決定会計 

経営分析 

原価管理 

戦略管理会計 

会計情報システムⅠ 

会計情報システムⅡ 

企業ファイナンスの原理 

経営学の原理 

経営管理 

経営戦略 

企業価値評価 

経営倫理 

税務 

租税法の原理 

所得税法 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

法規・職業倫理・他 

民法 A 

民法 B 

マクロ経済学 

ミクロ経済学 

統計学 

  



明治大学専門職大学院 会計専門職研究科 

対象年度 
実務補習において 

実施すべき内容 
申請可能科目名 

2025 年度 

（令和７年度） 

監査 

監査の原理 

監査制度 

公監査 

監査実施基準 

監査報告基準 

内部監査制度 

システム監査 

会計 

財務会計 A 

財務会計 B 

財務会計 C 

財務会計 D 

連結財務諸表 A 

連結財務諸表 B 

アメリカ会計制度 A 

アメリカ会計制度 B 

公会計制度 

国際会計実務 

原価計算 

金融商品取引法 

会社法 A 

会社法 B 

商法総則・商行為法 

経営 

管理会計の原理 

業績管理会計 

意思決定会計 

経営分析 

原価管理 

戦略管理会計 

会計情報システムⅠ 

会計情報システムⅡ 

企業ファイナンスの原理 

経営学の原理 

経営管理 

経営戦略 

企業価値評価 

経営倫理 

税務 

租税法の原理 

所得税法 

法人税法Ⅰ 

法人税法Ⅱ 

法規・職業倫理・他 

民法 A 

民法 B 

マクロ経済学 

ミクロ経済学 

統計学 

 


